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研究成果の概要（和文）：ジェネリック・スキルやアカデミック・スキルとしての議論教育は、近年ますますそ
の重要性を高めている。本研究は、これまでの研究の不備を埋めるべく、議論教育用eラーニング・コンテンツ
を作成するための基礎的研究を行った。具体的には、（1）議論教育関係の文献レビュー、（2）議論教育の効果
測定テストを作成と検証、（3）議論モデルの開発検証、（4）議論教育支援サイトの作成と検証、（5）議論教
育とディベートの教材作成、等を行った。

研究成果の概要（英文）：Argumentation education has been increasing important as generic skills and 
academic skills are considered core skills in education in Japan and abroad. This project is a basic
 research to develop the e-learning contents for argumentation education. Its achievements include 
(1) a review of the state-of-the-art research, (2) development of a test to measure the effects of 
argumentation education, (3) development of an argumentation model, (4) development of a web site to
 help argumentation education, and (5) development of teaching materials for argumentation 
education.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
ジェネリック・スキルやアカデミック・ス

キルとしての議論教育は、近年ますますその
重要性を高めている。政治において「熟議民
主主義」を支える理性的な議論能力を持った
市民が求められているほか、グローバル化し
た経済での経営判断、混迷した世界での危機
管理など、社会の様々な分野で「良い議論」
のできる市民が必要とされる時代になって
いる。この社会的要請を受け、知識偏重の教
育から、思考・問題解決・対話のための教育
への転換が図られつつある（鈴木ほか 2006）。
実際、初年次教育や低年次教育として、議論
教育を導入する大学の数は増加している。 
 しかし、これまでの議論教育は実践上大き
な問題を抱えていた。議論教育の教授法とし
てディベートがよく用いられ、Akerman & 
Neale (2011)や Allen et al. (1999)がまと
めるように、その教育効果はいろいろな形で
報告されてきたが、ディベートは議論相手を
必要とするために、たとえテレビ会議システ
ム等を用いた遠隔地ディベートであったと
しても、自学自習可能な教材にはなりにくか
った。これとは逆に、これまで議論に関する
自学自習用の教材と言えば、非形式論理学の
テキスト（例えば、野矢 2006）に限定され、
良い議論を対話的に訓練するための適切な
教材は不在であった。また、その効果測定に
おいて以下の三点で不十分であると考えら
れた。 
 第一に、議論教育の効果測定方法には問題
が多い。例えば、議論教育のテキストとして
定評のあるクルーシアス＆チャンネル
(1995=2004)は、その教育効果を実証的に示
していない。議論教育の効果を日本で実証し
ようと試みた研究は、被験者のサンプリング
法を含め方法論的な厳密性に疑問がある。 
 第二に、これまで議論教育の効果測定で用
いられてきた尺度は妥当性に問題がある。議
論教育の効果測定に日本ではしばしばワト
ソン＆グレイザーなどの批判的思考尺度が
使用されるが、これらの尺度で用いられてい
る設問を逐一吟味してみると、その妥当性に
疑問を付さざるを得ないものも含まれてい
る。これは、批判的思考力の尺度を含め議論
教育の効果を測定する際に用いられてきた
尺度の多くが米国を中心とした欧米由来の
ものであり、その社会文化的バイアスから、
日本の文脈で直接適用するには不適切にな
ってしまっている可能性がある(楠見ほか
2011)。 
 尺度の妥当性に関連して、第三の問題とし
て、議論教育において用いられている議論モ
デルの不適切さが挙げられる。これまでの議
論教育で最もよく用いられてきたのは、トゥ
ールミン(1958=2011)の議論モデルあるいは
その簡略版であるが、このモデルは論理実証
主義という哲学上の立場に基づくものであ
って価値に関する議論や定義に関する議論
などでは使用できない。また、議論教育の実

践においても、トゥールミンの元来のモデル
は必ずしも実用的ではなかった。 
 
２．研究の目的 
本研究の当初目的は、議論教育用 eラーニ

ング・コンテンツを作成するための基礎的研
究を行うことにあった。上で挙げた問題点を
解消するために、批判的思考を中心とした議
論教育の効果測定とそのための尺度開発・議
論モデル開発を行うとともに、教育効果測定
に基づいて対話型自習教材を作成する上で
の課題を明らかにしようとするものであた
た。具体的には次の 5点を目標に基礎研究を
行うこととした。 
（１）議論教育の効果測定 
議論教育の効果、特に批判的思考に関する効
果を測定するための手法を開発し、それを用
いて実際に教育効果の測定を行い、議論教育
が批判的思考を本当に向上させるのかを検
証する。 
（２）日本人向け評価尺度の開発 
欧米の評価尺度の妥当性について再検討し、
思考スタイルの文化差に関する研究成果な
どを参照しながら、日本の社会文化的文脈に
合った議論能力尺度を開発する。 
（３）議論教育に適した議論モデルの開発 
足立(1984)に見られるこれまでの論理学的
な議論モデル研究の限界を越え、社会的にも
妥当なものでかつ議論教育で初学者を指導
する際の使用にも実践的に耐えうる議論モ
デルを検討する。 
（４）e ラーニング・コンテンツ化にあたっ
ての課題明示 
上記の研究成果に基づいた議論教育用eラー
ニング教材の試作版の制作を行う。それによ
り、対話型の議論教育用 eラーニング教材を
開発する際の将来的な課題を明らかにする。 
（５）より効果的な議論教育法の解明 
以上の１～４を踏まえ、より効果的な議論教
育の指導法を明らかにし、この観点から eラ
ーニング教材と内容的に連動したテキスト
を編纂し公刊する。 
 
３．研究の方法 
 上記目的のために、研究グループのメンバ
ーは概ね次のような方法を取った。 
（１）当該分野に関する文献レビュー、議論
モデルの検討・試作、議論教育評価のための
尺度試作を行い、e ラーニング教材開発にあ
たり必要な作業を同定する。 
（２）議論モデルの実践による改善、このモ
デルを踏まえた批判的思考尺度の改善を行
うとともに、これらの基礎研究を生かした e
ラーニング教材を試作する。 
（３）議論教育の教育効果測定を厳密な方法
に基づいて行い、この結果を議論モデル開発
に還元することでテキストを開発し、また、
eラーニング教材の課題を明らかにする。 
（４）本研究で必要なデータは、研究代表者
や分担者・連携者・協力者が大学での授業、



学外での講座などで議論教育を実践
るフィールドにおいて収集
 
４．研究成果
本研究における特筆すべき成果としては、

次の点が挙げられる。
（１）文献レビューにより、議論教育やその
ための基礎教育の進展に基づき、今後の研究
の展望を示すことができた（井上
 e ラーニング教材の基礎となる議論やディ
ベートの
近年多様な
の発展により急速な発展がみられる。その中
にあって、アカデミックディベートの実践コ
ミュニティに蓄積された知見を明示的に特
定し、研究開発に生か
能なデータとして収集する方法の一つとし
て議論支援サイトの設計、試用を
（Open Debate

ディベートの対話型自習教材の究極はロ
ボットディベートコーチ
うなものであるが、その前段階の基礎研究
して日立と東北大系の基礎研究（柳井ほか
2015 など）、
議論の可視化
ついても研究が進んでいるが、発展の途上で
ある（イギリスの
Argument Technology)
OVA(Online Visualization of Argument
ど）。また
et al. 2017
うに、自動処理による学習教材化の方法は確
立されておらず、様々な研究の方向性が示唆
されている。
 したがって、現状においては
の自動解析による分野の研究開発とその成
果としての
議論の質的分析と批評、経験者による指導、
学習者間の相互の学びを重視していく必要
があることが再認識された。
 一方将来的には
支援するだけではなく、
互に学習し合うようなパラダイムの転換も
視野に入ってくるだろう。
（２）議論モデルおよび議論の視覚化に関し
ては、複数のモデルや図示方法を比較検討し
た結果
モデルを応用したものを下記の議論支援サ
イト構築で利用した。
 また、青木（
モデル
雑なディベートの試合に適用した場合どう
なるのか、具体的な分析を試みた。まず、ト
ゥールミン・モデルのうち、簡易化された主
張(C)
げることがミニマルな要求だという点を指
摘し、そ
ィベート大会の決勝の試合に即して、この簡
易モデルを当てはめた場合の分析結果を提
示した。その結果、
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るフィールドにおいて収集
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などを収録公開するとともにそのほかの公
開情報（動画など）を収集し情報提供を行っ
た（Kyushu Debate Education など）。それを
もとに教科書の出版（Inoue & Aleles 2016
など）やTED Ed教材の試作公開（Inoue 2015）
などを行った。 
 フィードバック方法の分析（是澤ほか 2018）
においては、2015 年の 8 月と 2017 年の 3 月
に九州大学で公開した学部生対象の英語デ
ィベート集中講義で行われた政策ディベー
ト講座における Zompetti 博士の講評を参考
としながら、試合後の良いフィードバックと
は何か、特に英語を母国語としない多くの聴
衆に対して、どのような視点で議論を評価し、
コメントを残し、ディベーターに対してアド
バイスを行っていたのかなどを分析した。 
 こうした研究成果の主な公表の場は、毎年
3 月に開催される「ディベート教育国際研究
会大会」である。2018 年 3月の「第 4回ディ
ベート教育国際研究会大会」では、全体とし
て 4 年間の研究と実践教育活動を振り返り、
現状の課題を概観した。具体的な今後の研究
ヴィジョンとしては、研究グループにアプリ
開発担当者を加え、ゲーミフィケーションを
取り入れたアプリの試作版開発を目指す計
画を進めている。さらに 2017 年には「ディ
ベート教育国際研究会」のオンラインジャー
ナル『ディベートと議論教育』第 1巻（ISSN：
2433-3514）を発行した。日本で初めて“デ
ィベート”を主要トピックとして扱う学会誌
であり、年 1回の定期刊行を継続していく所
存である。 
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